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Ⅰ.令和９年度税制改正に関する要望 ～日本経済の潜在力解放に向けた変革の後押し～

◼ 政府は、「成長と分配の好循環の定着化」、「デジタル技術の進展」、「金利環境・金融政策の変化」、「グローバル社会の変容」、
「構造的課題への対応」など、わが国を取り巻く環境が大きく変化する中、「日本成長戦略」で「金融を通じた潜在力の解放」を
掲げ、その具体策である「成長投資を促進するための金融戦略」を策定し、銀行界に対する大きな期待を表明

◼ 銀行界は、「金融仲介機能拡充・高度化」、「家計の安定的資産形成に向けた支援」、「事業者への伴走・企業価値向上支
援」による「未来につながる成長エコシステムの構築」を通じて、日本経済の潜在力解放に向け、変革への挑戦を力強く後押し
していく方針

◼ こうした観点を踏まえ、令和９年度税制改正に関する要望を取りまとめたことから、関係省庁に提出する

日本産業の成長に貢献する
金融仲介機能拡充・高度化

“人生100年時代”家計の
安定的資産形成に向けた支援

事業者との対話を通じた
伴走・企業価値向上支援

✓ スタートアップへの資金供給や成長を
後押しする措置

✓ インフラファンド税制の見直しなど、カー
ボンニュートラル実現に向けた措置

✓ NISA制度の拡充・利便性向上

✓ 確定拠出年金税制の拡充

✓ 住宅取得の促進に資する措置

✓ 世代間の資産移転の促進に資する措
置

【重点要望項目】

✓ 地域金融力の強化による中小企業
支援に資する措置

✓ 中小企業における事業承継の円滑化
および成長支援に資する措置

“日本経済の潜在力解放に向け、変革への挑戦を力強く後押し”

「未来につながる成長エコシステムの構築」に関する税制改正要望項目
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・DXの推進による納税実務の効率化 他

・BEPS防止に向けたわが国における「国際最低課税」への対応等

・クロスボーダー投資の円滑化等に資する租税条約に係る所要の見直し（日露租税条約に関する対応等）

・安定的な外貨調達やヘッジ機能の維持に資する税制措置

（店頭デリバティブ取引の証拠金に係る非課税措置の恒久化および外国ファンドへの適用対象の拡大）

・グループ通算制度の見直し 他

 ・地域金融力の強化に資する税制上の措置
 （銀行等の投資専門子会社による出資先企業の「みなし大企業」からの除外）

 ・中小企業における事業承継の円滑化および成長支援に資する税制上の措置

 ・NISA制度の拡充・利便性の向上等

 ・スタートアップの資金調達に資する税制上の措置

 ・カーボンニュートラル実現に向けた税制の見直し（上場インフラファンドに係る導管性要件の緩和等）

 ・住宅取得の促進に資する税制措置の拡充等 他

３．金融界の社会的責務を果たす健全かつ強靭な金融システムの共創

２．信頼性と利便性を両立する金融インフラの革新と実装

１．未来につながる成長エコシステムの構築

重点要望項目

Ⅱ.令和９年度税制改正に関する要望における３つの柱と重点要望項目

重点要望項目
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